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番号 位置

1 13 左 ①国土交通省とし
ての体制強化 組織力の強化

TEC-FORCE予備
隊員制度（非常
勤雇用）による応
援体制の強化

○国土交通省職員は災害時にTEC-FORCEとして被災自治体の早期復旧を目指
し、迅速かつ的確な支援を行うが、大規模広域災害時には、現在の体制では被災地
の支援ニーズに応じた対応が困難となる可能性。

○新たに創設する「TEC-FORCE予備隊員」制度により、専門的な知識を有する民
間企業等の人材を募集・採用し、災害時に国家公務員（非常勤職員）として被災
地に派遣することにより、TEC-FORCEとしての応援体制の強化を図る。

○専門的な知識を有する民間企業等の人材が、災害時には国家公務員（非常勤
職員）として活動する「TEC-FORCE予備隊員」制度を創設。約340名を登録し、研
修を実施。

2 13 右 ①国土交通省とし
ての体制強化 組織力の強化 TEC-FORCE等の

処遇改善

○気象災害の激甚化・頻発化、南海トラフ地震等の大規模地震の切迫など、TEC-
FORCEの重要性はより一層増大。
○一方、技術力や専門性を活かした活動範囲拡大に伴い、業務量が増大しているほ
か、二次被害の危険性の高い危険箇所での作業や不健康・不衛生な生活環境での
滞在など、過酷な環境下での活動も発生。
○災害対応力の強化に向け、TEC-FORCEが実力を最大限発揮できるよう、適切な
体制確保や処遇改善が必要。

○必要な人員体制の確保、活動環境等の改善
　・TEC-FORCEの中心を担う地方整備局等の定員を令和2年度より毎年度純増す
るなど、人員体制の充実を図ってきたところだが、庁舎・宿舎等の改善も含め、引き続き
取り組む。
　・TEC-FORCE予備隊員制度の導入
○手当等の充実
　・能登半島地震を踏まえ、令和6年に大規模災害対応時の災害応急作業等手当
の一部増額が実現。今後も、必要な手当の充実に向け、関係機関と調整を進める。

○必要な人員体制の確保、活動環境等の改善
　・令和８年度においても地方整備局等の定員は純増となり人員体制を充実。
　・TEC-FORCE予備隊員制度の導入については、No.1を参照。
○手当等の充実
　・令和８年度より災害応急作業等手当の増額が実現。
　・引き続き、必要な手当の充実に向け、関係機関との調整を進める。

3 14 左 ①国土交通省とし
ての体制強化 組織力の強化

実践的な訓練の実
施による対応力の
強化

○大規模地震や大規模水害などの災害が発生した際は、国や地方公共団体等の防
災関係機関が一体となって、対応することが重要。
○災害応急対策が迅速かつ円滑に実施されるよう、防災力の強化に向けて、大規模
災害を想定した訓練を行うなど、日頃から備えておくことが必要。

○大規模災害を想定し、災害時に実際に使用する資機材を用い、各防災関係機関
とともに防災訓練を行うことにより、災害時の適切な役割分担の確認等を行い、対応の
実効性を向上させる。
○災害発生に備え、特に国と地方公共団体の関係強化を始め、平時からの防災関
係機関等相互の連携強化を図る。

○５月（北海道は６月）の「水防月間」において、全国９か所にて各地域の特性に
応じた総合水防演習を実施し、水防技術の向上・伝承及び水防団の士気高揚を図
るとともに、幅広い主体の参加による地域社会全体の防災意識の向上、災害対処能
力の更なる向上を図った。
○「防災の日」に関する取組の一環として、首都直下地震を想定した「国土交通省地
震防災訓練」を実施したほか、各地方整備局等において地方自治体等の関係機関と
連携した「総合防災訓練」を実施し、大規模地震への対応力の向上を図った。
○11月の「津波防災の日」、「世界津波の日」に関する取組の一環として、「大規模津
波防災総合訓練」の実施に向け、地方自治体等の関係機関と調整していたが、天候
不順等の影響により中止とした。

4 14 右 ①国土交通省とし
ての体制強化 組織力の強化

通信手段の充実、
代替機能の機能強
化をはじめとする業
務継続機能の強化

○災害対策本部の活動拠点は、国土交通省の災害対応の基礎として重要であること
から、現時点では予見できない不測の事態に備え、庁舎使用不能時の国土交通省
緊急災害対策本部のバックアップ施設（国土地理院関東地方測量部、国土交通大
学校、自治大学校）を指定している。
○業務継続に必要不可欠なネットワーク通信の確保及び活動拠点の機能確保が課
題である。

○省緊急災害対策本部立ち上げの訓練や災害時に必要な機材（モニター）・既存
のネット環境に依存しない通信環境（スターリンク）・備蓄等の整備、代替庁舎に移
動可能な手段の確保等により、代替庁舎において国土交通省の災害時優先業務が
継続できるような環境構築を進める。

○国土交通省業務継続計画及び国土交通省代替庁舎移転マニュアルの実効性を
高めるため、各代替庁舎における緊急災害対策本部、非常時優先業務の実施に必
要となる検討や必要資機材整備等を引き続き実施していく。

5 15 左 ①国土交通省とし
ての体制強化

施設・設備・資機
材の強化

本省・地方整備局
の防災センターの機
能強化

○大規模災害時に、参集・応援職員に対し、一元的に情報共有できるよう、設備強
化が必要。
○災害対応に必要とする情報量（映像情報等）が増大し、通信回線容量が不足。
○防災センター自体が被災した場合に備え、災害対応に利用するシステム、電源の冗
長化が必要。

○参集・応援職員を受入可能となるよう防災センターのフロア拡張を行うほか、円滑な
情報共有のためのモニター・音響設備等を増強。
○センター内のネットワークを強化（LAN増強、無線LAN化）。
○防災センター自体の被災に備えた電源設備・情報処理設備の冗長化等を行うこと
で、安定した災害対応を可能とする。

○各地方整備局等における災害時の初動対応拠点である防災センターについて、表
示設備や通信設備等の改良に向けた設備設計を実施中。

6 15 右 ①国土交通省とし
ての体制強化

施設・設備・資機
材の強化

災害対策資機材の
充実

○能登半島地震では通信途絶が発生し、TECアプリ等を活用した被災状況調査や、
災対本部と現地対策本部とのやり取りに不都合が生じ、円滑な災害対応に支障が
あった。
○ドローンを活用した被災状況調査は増加傾向であるが、長時間飛行が出来ないた
め調査範囲が限定される等の課題があり、機器能力の向上が必要である。

○衛星インターネット装置、モバイル映像伝送装置を全国分散・広域配備することによ
り、南海トラフ地震等の大規模地震でも安定した通信確保を図る。
○ドローン更新の際に、長時間飛行可能等の最新機種にすることで、被災状況調査
の迅速化を図る。

○衛星インターネット装置、モバイル映像伝送装置について、全国分散・広域配備を
進めており、南海トラフ地震等の大規模地震でも安定した通信確保を図るため、引き
続き配備を行う。
○ドローンは更新の際に最新機種にし、長時間飛行可能なドローンについても配備を
進める。

7 16 左 ①国土交通省とし
ての体制強化

施設・設備・資機
材の強化

巡視船艇・航空機
の整備

○海上保安庁では、自然災害が発生した場合には、巡視船艇や航空機を出動させ、
被害状況調査を行うとともに、被災者の救出や行方不明者の捜索を実施している。
○大規模災害等が同時に発生した場合であっても対応できるよう体制を強化する必
要がある。

○災害対応力を有する巡視船艇・航空機を整備することにより、発災時における救
助・救急活動、緊急輸送活動、海上緊急輸送ルートの確保等の応急対策業務をよ
り一層的確に実施することができるよう、大規模災害発生時における体制強化を図る。

○令和7年度においては、大型巡視船４隻をはじめとした災害対応力を有する巡視
船艇10隻、航空機３機が就役するなど、巡視船艇、航空機を整備することにより、発
災時における救助・救急活動、緊急輸送活動、海上緊急輸送ルートの確保等の応
急対策業務をより一層的確に実施することができるよう、大規模災害発生時における
体制強化を図った。

8 16 右 ①国土交通省とし
ての体制強化

施設・設備・資機
材の強化

海上保安施設等の
耐災害性強化

○被災又は停電等により、救助・支援活動等に支障を来すおそれがある海上保安施
設（庁舎・航空基地・船艇基地・陸上通信施設）等の耐災害性を強化する必要が
ある。

○経年劣化等により短期間のうちに電源喪失の恐れがある非常用電源設備の換装
及び老朽程度が著しく機能喪失の恐れがある陸上通信機器の換装を実施。
○巡視船艇の継続的な救助・支援活動等の拠点となる係留施設等のうち、老朽衰
耗が著しい施設の整備を実施。
○これらの取組により、電源供給の冗長性や耐浪性等の海上保安施設等における耐
災害性の強化を推進。

○令和7年度において、巡視船艇の継続的な救助・支援活動等の拠点となる施設の
耐災害性強化のため、老朽衰耗が著しい係留施設等の整備を順次実施した。
○非常電源設備及び陸上通信機器の換装実績はないものの、非常電源設備につい
ては３日以上運用可能となるよう、旧式化または経年劣化により短期間のうちに電源
喪失のおそれのある設備の換装を実施するとともに、陸上通信機器について、経年劣
化が著しく、保守部品の製造中止等により性能維持が困難な機器の換装等を実施す
ることにより、被災・停電等による海上保安施設等の機能喪失の防止を実現していく。

9 17 左 ①国土交通省とし
ての体制強化

情報収集・共有・
提供体制の強化

DiMAPSの更なる
改良、防災DXの推
進

○大規模地震や豪雨発生時は、発災直後より被害規模をいち早く見極め、それに応
じた体制を構築することが重要。
○大災害時は被害情報が膨大になり、迅速な集約・分析が困難。
○令和6年能登半島地震においても初動期にライフラインに係る情報の迅速な集約・
分析が課題。

○被害情報を分かりやすくweb地図上に表示する、統合災害情報システム
（DiMAPS）について、災害情報の自動入力コンテンツを強化するとともに、被害情
報等の集約・共有を半自動化する、被害情報入力プラットフォーム（DiJEST）を開
発・導入することにより、省力化を図る。
○DiMAPSとDiJESTを連携し、被災地の状況をより迅速・的確に把握。
○また、自治体管理道路を含めて、被災箇所や画像などの情報を迅速に整理する
GISプラットフォーム(RI2MAPS）を構築し、防災DXを推進。
○これら被害情報等は、DiMAPSと新総合防災情報システムとの連携を通じて、関係
省庁と迅速にも共有。

○情報の迅速な集約・分析のための、統合災害情報システム(DiMAPS)における被
害情報等の集約・共有方法の改良を実施中。
○被害情報の集約・共有を半自動化する被害情報の入力プラットフォーム(DiJEST)
を実装に向けて調整中。

10 17 右 ①国土交通省とし
ての体制強化

情報収集・共有・
提供体制の強化

公衆通信網等の途
絶に備えた通信ネッ
トワークの強化

〇能登半島地震では公衆通信網の通信途絶が発生。防災対応業務の継続に必要
不可欠となる冗長性のある通信ネットワークの強化及び信頼性向上が必要。

○多重無線装置の未整備箇所への整備、光ファイバ回線の複ルート化、システム等の
セキュリティ強化など、冗長性・信頼性の向上を図ることにより、防災対応業務の継続
が可能な環境整備を推進。

○多重無線装置の未整備箇所への整備、光ファイバ回線の複ルート化、システム等の
セキュリティ強化など、冗長性・信頼性の向上を図ることにより、防災対応業務の継続
が可能な環境整備を推進中。

11 18 左 ①国土交通省とし
ての体制強化

情報収集・共有・
提供体制の強化

衛星を活用した被
災状況把握の迅速
化

○大規模地震や豪雨発生時は、発災直後より被害規模をいち早く見極め、それに応
じた体制を構築することが重要。
○一方、発災時刻や天候の影響により、航空機や防災ヘリ等による緊急撮影や調査
が行えない場合があり、迅速に被災状況を把握することは困難。

○人工衛星により撮影した画像データから、浸水箇所や土砂災害箇所を特定する
ことで、夜間や荒天時等の厳しい条件下においても迅速に被災状況を把握することに
より、早期に災害の全貌を把握可能とする。
○目的に合わせて、SAR衛星、光学衛星等の各種衛星、システムを有効活用で
きるよう、平時から防災訓練を実施するなどして、有事の際に活用できるよう体制を構
築。

○地震・大雨の発生時に、人工衛星により撮影した画像データから浸水箇所や土砂
災害箇所を特定し、被災状況の早期把握に活用。
○発災時の人工衛星活用を想定した訓練を関係機関とともに実施。

12 18 右 ①国土交通省とし
ての体制強化

情報収集・共有・
提供体制の強化

様々な観測技術を
活用した被災状況
の把握

○大規模災害においては、迅速に災害の発生状況や被災状況を把握する必要があ
る。
○様々な観測技術の活用により、平時より多角的に状況把握、分析を行い、被災時
に備えることは重要。

○地殻変動の監視において、運用が開始されたALOS-4(だいち4号)等を活用した変
動検知の迅速性向上及び高度化を行う。
○事前防災、応急対策及び復旧復興に有効となる地理空間情報（高精度標高
データ、地形分類情報等）の整備を加速化する。

○だいち２号及びだいち4号の観測データを活用して迅速にSAR干渉解析を実施し、
地震・火山活動に伴う地殻変動を捉えるとともに、時系列解析等の解析技術の高度
化を実施。
○災害リスクが高い地域において、高精度標高データや地形分類情報等の整備を推
進。

13 19 左 ①国土交通省とし
ての体制強化

情報収集・共有・
提供体制の強化

線状降水帯・台風
の予測精度向上

○線状降水帯は、現状の観測・予測技術では、正確な予測が困難。
○以下の課題を踏まえ、予測精度向上に向けた取組を推進。
　①水蒸気の流入を正確に捉える（特に海上の水蒸気）
　②数値予報モデルの性能を高める
　③線状降水帯の発生の可能性等にかかる情報を提供する

○海上及び陸上の水蒸気量を把握するため、洋上観測の実施、アメダスへの湿度計
導入、最新の二重偏波気象レーダーへの更新を進める。
○気象庁スーパーコンピュータシステムの運用や、スーパーコンピュータ「富岳」も活用し
た予測技術開発、最新技術を導入した次期静止気象衛星の整備を進める。
○令和８年には線状降水帯に関する確度の高い予測情報を発生２～３時間前に
前倒し発表できるよう技術開発を進める。

○日本海も含めた洋上観測を実施、アメダスへの湿度計導入は全地点完了させ、二
重偏波気象レーダーを函館で運用を開始した。
○1kmの高解像度モデルと新しいアンサンブル予報の運用を開始し、ひまわり10号の
整備を進めた。
○線状降水帯直前予測の運用開始に向けて技術開発を進めた。

14 19 右 ①国土交通省とし
ての体制強化

情報収集・共有・
提供体制の強化

洪水・高潮予測の
高度化

〇適時的確なタイミングでの避難情報の発令判断や適切な水防活動を可能とするた
めには、防災気象情報の改善と併せて、洪水・高潮予測の高度化の取り組みが不可
欠。

〇一級水系について、国が実施する本川・支川が一体となった洪水予測において、都
道府県への予測水位情報を提供するとともに、更なる水位予測精度の向上や予測の
長時間化を行い、災害対応や避難行動の支援を強化。
○沿岸の地形等を考慮した高潮の現象をより精緻に予測する技術の導入に取り組
み、災害対応や避難行動の支援を強化。
○関係機関、住民等への情報提供を効率化するため、洪水予報等の発表事務を簡
素化、自動化。

〇洪水予測のモデルを、より実現象に近いモデル（RRIモデル）を構築し、モデルに取
り込む河川の対象を拡大することにより、水位予測精度が向上。当該新モデルはR8年
度出水期より運用開始し、予測可能な都道府県管理河川の対象が拡大した。
○高潮予測のモデルについて、気象庁が予測する高潮成因に波の打ち上げ高を加味
した予測モデルを構築し、R8年度出水期より運用開始し、災害対応や避難行動の支
援を強化した。

15 20 左 ①国土交通省とし
ての体制強化

情報収集・共有・
提供体制の強化

防災気象情報の改
善

○洪水、高潮及び土砂災害に関する防災気象情報は、災害発生の危険度ととるべき
避難行動を住民が直観的に理解するための「警戒レベル」に紐づく情報（警戒レベル
相当情報）として位置づけられているが、「情報が複雑」、「情報の頻度が多い」などの
課題が指摘されている。
○防災気象情報全体の体系整理や個々の情報の抜本的な見直しなどの中長期的
な検討事項を中心に議論を行う場として「防災気象情報に関する検討会」を開催し、
令和6年6月に住民が理解しやすいようシンプルでわかりやすい体系に整理すること等
を、最終とりまとめとして公表。

○情報と対応する防災行動との関係を明確にする「新たな防災気象情報」について、
令和8年度出水期の運用開始を目指し、自治体への説明や調整、情報の具体的な
運用方法の検討など、運用開始に向けた準備を推進。

○情報と対応する防災行動との関係を明確にする「新たな防災気象情報」について、
令和8年5月29日より運用開始した。

16 20 右 ①国土交通省とし
ての体制強化

情報収集・共有・
提供体制の強化

大規模火山噴火
時の降灰情報に関
する検討

○大規模噴火発生時の広域に降り積もる火山灰対策全般について、内閣府において
検討が進められ、令和７年３月に「首都圏における広域降灰対策ガイドライン」が取り
まとめられ、火山灰量等に応じた防災対応や火山灰の見通し等に関する情報の必要
性が示された。
○気象庁において「広域降灰対策に資する降灰予測情報に関する検討会」（計３
回）を開催し、令和７年４月に火山灰予測情報の改善案を取りまとめ。

○大規模噴火時に、住民や地方公共団体等が広域に降り積もる火山灰
対応を迅速に行えるよう、呼びかけや情報の改善を検討。（例：火山灰による重大な
災害が起こるおそれが高まったことを伝える火山灰警報（仮称）等の導入）
○噴火警報や記者会見の中で噴火前における火山灰に対する警戒呼びかけ強化を
検討。

○大規模噴火時に、住民や地方公共団体等が広域に降り積もる火山灰に対する対
応を迅速に行えるよう、呼びかけや情報の改善について引き続き検討。
（例：火山灰による重大な災害が起こるおそれが高まったことを伝える火山灰警報
（仮称）等の導入）
○噴火警報や記者会見の中で噴火前における火山灰に対する警戒呼びかけ強化を
引き続き検討。

17 21 左 ①国土交通省とし
ての体制強化

情報収集・共有・
提供体制の強化

地震・津波観測体
制の強化

○令和６年能登半島地震について、地震調査研究推進本部地震調査委員会に
て、同地震の発生域周辺における津波を伴う地震の発生可能性が指摘された。
○能登半島地震やそのほかに発生した地震を踏まえ、国の防災対応の初動のために
は、日本全国の津波観測体制の強化が必要。

○地震調査委員会の評価結果等をふまえ、石川県珠洲市飯田港、新潟県上越市
直江津港及び佐渡市小木港に機動型津波観測計等を設置し、運用。
○日本全国の津波観測体制強化として、新たに巨大津波観測装置９式の設置作
業中。これにより、日本全国で大津波を適切に観測可能な体制を構築。

○石川県珠洲市飯田港、新潟県上越市直江津港及び佐渡市小木港に設置してい
る機動型津波観測計等について、引き続き運用継続中。
○巨大津波観測装置について、全国９地点への整備を完了し、全観測点で運用を
開始。これにより、全ての津波予報区で、検潮所等による観測に加えて巨大な津波も
観測できる体制が整った。

【背景・課題】（昨年度公表済） 【対応・取組】（昨年度公表済） 【対応・取組】の進捗状況

令和７年度防災・減災プロジェクトテーマ（災害対応力強化のための体制強化と多様な主体との連携の推進）　【対応・取組】の進捗状況

No カテゴリー（昨年度公表済）

○本資料は、令和７年度「総力戦で挑む防災・減災プロジェクト」のテーマ「災害対応力強化のための体制強化と多様な主体との連携の推進」について、令和８年７月時点における、各施策の【対応・取組】の進捗状況をまとめたものです。
○昨年度の資料は、下記をご覧ください。
【 】

参考資料



昨年度資料でのページ
番号 位置

【背景・課題】（昨年度公表済） 【対応・取組】（昨年度公表済） 【対応・取組】の進捗状況No カテゴリー（昨年度公表済）

18 21 右 ①国土交通省とし
ての体制強化

情報収集・共有・
提供体制の強化

迅速な航路啓開の
ための体制の整備

○被災した港湾における航路啓開等のため速やかに水深調査を実施。
○水深調査で得た値をより正確な値にするためには、水深の基準面（最低水面）を
改めて決定する必要がある。
○従来の基準面（最低水面）の決定方法では地盤変動の影響を受ける。
○一方で、基準面（最低水面）を改めて正確に決定するには、従来の方法だと約
１ヶ月を要する。

○衛星を活用し、事前に最低水面の調査を行う取組を実施。
　⇒発災後も、地盤変動の影響を受けずに基準面を決定。
　⇒より正確な水路測量を迅速に実施可能。

○地震・津波で被災した港湾における緊急輸送路の早期回復のための航路啓開測
量及び、被災地の復興に寄与する船舶の航行安全に欠かせない海図の補正を目的と
した水路測量を実施するために必要となる被災後の最低水面（水深の基準面）を速
やかに決定するため、GNSS技術を用いた最低水面の調査を実施した。

19 22 ①国土交通省とし
ての体制強化

情報収集・共有・
提供体制の強化

港湾における災害
情報収集等に関す
る対策

○災害発生時、現地確認が困難であることにより、応急措置、復旧作業、利用再開
が遅延し、被害が拡大することが想定される。
○能登半島地震を踏まえた交通政策審議会答申（R6.7）においては、発災直後
から船舶が港湾を活用し被災地支援活動を実施できるよう、岸壁等の迅速な施設点
検・利用可否判断の必要性が示された。

〇大規模な自然災害発生時、津波警報等の発令下においては、港湾内に立ち入る
ことができず、また、交通路の被災状況によって、被災現場にたどり着けない可能性があ
るため、衛星やドローン、カメラ等を活用して、港湾等における災害関連情報の収集・
集積を高度化し（遠隔からの迅速な被災状況の把握）、災害発生時における迅速
な港湾機能の復旧等の体制を構築する。
〇これにより、背後地域への支援物資輸送等の被災地支援を迅速に開始するために
必要な岸壁や臨港道路等の港湾施設の被災情報を速やかに把握することが可能とな
る。

○全国の災害監視システムを緊急的に導入すべき港湾等において、遠隔かつ早期の
現場監視体制を構築するため、衛星やドローンを用いた港湾における災害関連情報の
収集・集積の高度化検討、カメラ等の整備を推進。（導入すべき港湾及び開発保全
航路（123箇所）のうち令和７年度末までに12%について整備完了）
○また、災害発生時における港湾の利用可否判断や施設復旧の迅速化を図るため、
衛星やドローンを活用した港湾施設の被災状況把握手法を検討。

20 23 左 ②多様な主体との
連携の推進

省庁・自治体との連
携

都道府県等のイン
フラ復旧体制の強
化、TEC-FORCE
との連携強化

○被災市町村からの初動期における公共土木インフラに専門性を有する人材の都道
府県への派遣要請や都道府県からの派遣は限定的であり、応援派遣職員の活動
は、避難所運営や罹災証明の発行などが中心。
○大規模災害時には、TEC-FORCEと都道府県等の土木専門班の協働による公共
土木インフラに係る災害対応（被災状況調査等）が効果的

○都道府県等の危機管理部局や土木部局等との連携を強化し、大規模災害時に
TEC-FORCEと都道府県等が公共土木インフラなどに係る災害対応（被災状況調
査等）において協働できるよう、以下の取組の促進により応援体制を強化。

○TEC-FORCEと都道府県における被災地での災害対応が円滑に行われるよう、地
方整備局等と都道府県による平時からの合同訓練・研修等に取り組んでいる。引き続
き都道府県の危機管理部局や土木部局との連携強化に努めていく。

21 23 右 ②多様な主体との
連携の推進

省庁・自治体との連
携

道路啓開協議会
等を通じた道路啓
開における関係者
間の連携強化

○能登半島地震では、半島の地形的制約から道路ネットワークが限られるなか、人命
救助やライフラインの早期復旧、孤立集落への交通確保等に不可欠な道路啓開計画
の重要性が明らかになった。

○道路啓開の実効性を高めるため
　・改正道路法に基づく「道路啓開計画協議会」において、道路管理者をはじめ、警
察・消防・自衛隊、建設関連団体、ライフライン関係事業者等の関係機関で連携し、
道路啓開計画を策定。
　・陸路でのアクセスが限られる半島部等においては、空路や海路を活用したアクセス
ルートの補完についても、関係機関と調整。
　・平時から、多くの関係機関が協力した実践的な訓練を実施。

○大規模災害に備えた道路啓開の実効性を高めるため、関係機関で連携し、全国の
地方ブロック単位で道路啓開計画（地震・津波編）を策定。

22 24 左 ②多様な主体との
連携の推進

省庁・自治体との連
携

道の駅の防災拠点
化

○能登半島地震において、九州地方整備局の所有する防災用コンテナ型トイレが被
災地域の「道の駅」等に派遣され活用されるなど、その有効性が確認された。
○道路法等の改正により平常時に利用でき、災害時は被災地への出動が可能な可
動式コンテナ等の占用許可基準が緩和された。

○関係者（市町村、「道の駅」設置者、「道の駅」管理運営者、道路管理者、民間
事業者等）が連携し、平常時は休憩や地域振興等のサービス提供を行い、災害時に
は被災地へ運搬して活用が可能な高付加価値コンテナの「道の駅」での活用を促進す
る。

○国が管理する区域を持つ「道の駅」に23基の防災用コンテナ型トイレを配備した。ま
た、一部の自治体においても「道の駅」に防災用コンテナ型トイレが配備された。

23 24 右 ②多様な主体との
連携の推進

省庁・自治体との連
携

港を核とした海上支
援ネットワークの形
成

○令和6年能登半島地震では、一度に大量の支援物資を輸送できる海上ルートから
の支援の重要性が再確認された。
○一方で、岸壁自体の損傷やふ頭用地の沈下・液状化等により、支援活動が制限さ
れたことから、支援活動の円滑化のため、海上支援ネットワークの形成のための防災拠
点の確保等が重要となる。

○国、港湾管理者の連携により、耐震強化岸壁に加え、臨港道路、背後用地、航
路・泊地など一連の施設の健全性が備えられた防災拠点（支援ふ頭）を確保し、海
上支援ネットワークの形成を推進する。
○港湾BCP・広域港湾BCP策定ガイドラインを公表し、各地域で港湾管理者等の関
係者によるBCP作成を促進し、広域災害発生時の対応能力を強化する。

○港湾を核とした海上支援ネットワークの形成に向け、防災拠点（支援ふ頭）を国
土交通大臣が指定し、迅速な利用可否判断に資する事前解析の実施を支援するた
めの制度を創設した。
○令和７年６月に、広域港湾BCP策定ガイドラインを新たに策定し、災害時の海上
支援ネットワーク形成に係る考え方を示すとともに、港湾BCPのさらなる実効性向上に
向け、港湾BCP策定ガイドラインの改訂を実施した。

24 25 左 ②多様な主体との
連携の推進

省庁・自治体との連
携

港湾における気候
変動適応（協働
防護）

○港湾には、公共・民間の多様な主体が集積しており、一部の主体が所有する護岸
の嵩上げ等が不十分である場合、港湾広域に浸水被害が及び、物流機能や産業機
能に支障が生じる恐れ。
○すべての関係者が気候変動への適応水準や適応時期に係る共通の目標等を定め
るとともに、協定等に基づきハード・ソフト一体の各種施策を進める「協働防護」を推進
することが重要。

○令和７年４月の港湾法改正により法制度化された「協働防護」にかかる計画、協
議会、協定制度の活用、予算・税制・技術的助言を含めた一体的な支援制度を通
じ、国・港湾管理者だけでなく、護岸を所有する民間事業者等が連携し、総合的な防
災・減災対策を進める。

○令和７年度より予算措置として港湾管理者への協働防護計画の作成支援を行う
とともに、税制特例措置として民間所有護岸等に対する固定資産税の軽減を講じた。
○令和７年６月には港湾管理者を主に対象とした「協働防護計画作成ガイドライン」
を公表した。
○三河港において協働防護計画の検討に向けた協働防護協議会が令和８年３月
に設置されるなど、各港湾で検討が進められている。

25 25 右 ②多様な主体との
連携の推進

省庁・自治体との連
携

空港の防災拠点整
備

○令和６年能登半島地震では、被災地内の「能登空港」の他、被災地外の空港
が、人命の救助活動、緊急物資及び人員等の輸送活動の拠点としての役割を担っ
た。
○人命の救助活動、緊急物資等の輸送活動の拠点として救援機を受け入れるために
は、救援機への燃料供給が不可欠であるが、半島地域及び離島地域にある地方管
理空港（地方公共団体が管理する空港）の多くは、災害救援活動に必要な航空
機給油施設を備えていない状況にある。

○被災地で災害救援活動を行う実働部隊と連携して現地での災害救援活動を円滑
に行うためには、半島地域及び離島地域に所在する地方管理空港において、燃料を
確保することが必要である。
○そのため、航空機給油施設（屋外タンク又は地下タンク）の新設、増設又は耐震
性の確保を目的とした改良に対して、新たに補助制度を創設。

○航空機給油施設（屋外タンク又は地下タンク）の新設、増設又は耐震性の確保
を目的とした改良に対して創設した補助制度の公募を実施。

26 26 左 ②多様な主体との
連携の推進

省庁・自治体との連
携

自衛隊との連携に
よる国交省保有資
機材等の活用強化

○能登半島地震では、半島という地理的条件から被災地への進出経路が限られ、か
つ、道路の寸断、地盤の隆起や港湾の被災などにより、陸路や海路での人員等の速や
かな進出が困難な状況となった。
○陸路以外での人員・資機材等の投入となったことから、持ち込むことができる資機材
に制限が生じたほか、現地入り後の移動や活動に時間を要した。

〇自衛隊と連携し、事前に運搬の可否を検証し、運搬可能な災害対策用機械を把
握する。
〇自衛隊航空機等での車両・資機材の輸送について、輸送機体ごとの固縛要領や電
波干渉などを踏まえた輸送可能性の検証が必要となるため、迅速かつ安全に車両・資
機材の輸送ができるよう、訓練等で輸送可否を確認。
〇上記の連携強化により、国土交通省の人員・保有する資機材の更なる迅速・的確
な活用強化を図る。

○自衛隊との連携について、現在、月に１回の頻度で自衛隊基地において災害対策
用機械の搭載検証を実施中。
○引き続き、搭載検証を実施し、運搬可能な災害対策用機械の把握を行い、資機
材の更なる迅速・的確な活用強化を図る。

27 26 右 ②多様な主体との
連携の推進

省庁・自治体との連
携

災害時における地
下水等の活用に向
けた取組の推進

○令和６年能登半島地震において、上下水道等のインフラが被災し、被災地では生
活用水の確保が課題。
○一部の被災地では、地下水や湧水、雨水が活用される等、代替水源としての地下
水等の重要性が改めて認識。
○災害用井戸・湧水等の活用に関する取組を全国で推進する必要。

○国の支援により、井戸を所有する住民や企業とも連携した自治体の災害時における
地下水等の活用促進を図る。
○同ガイドラインを令和７年度早期に改訂し、新規の井戸整備に関する記述の充実
を図り、自治体へ周知。
○既存井戸のデータの提供やアドバイザーの派遣等により、自治体を支援。

○新設井戸整備に関して「災害時地下水利用ガイドライ ン」を令和７年12月に改訂
し、文書による周知のほか、地下水マネジメント研究会等での周知を図った。
○自治体の要請により、アドバイザーを派遣して、災害用井戸等の普及に向けた支援
を実施した。

28 27 左 ②多様な主体との
連携の推進 民間・個人との連携

RAIL-FORCE隊
員の対応能力向上
による被災鉄道事
業者への支援

○近年、激甚化・頻発化している自然災害により多くの鉄道路線が被災しており、特
に中小の鉄道事業者等においては、被災時の支援活動の強化や復旧の早期化が急
務。
○このため、鉄道・運輸機構は令和５年度に「鉄道災害調査隊（RAIL-
FORCE）」を創設。国土交通省の要請に応じて調査隊を現地に派遣し、被災した鉄
道施設等の早期復旧に向けた調査支援を実施。
○能登半島地震や近年の豪雨災害での経験を踏まえ、増大する災害リスクに対して、
より迅速な災害対応を行うための資機材や体制の充実が必要。

○ドローン等の最新のデジタル技術によるICT機器の活用等を推進するとともに、デジタ
ルツールに関する研修・訓練や被災地での活動を通してノウハウ・経験を蓄積し、
RAILFORCE隊員の災害対応力の向上を推進することで、被災鉄道事業者への、よ
り迅速かつ高度な支援の強化を図る。

○ドローンの増備やモバイル測量機器等の導入のほか、デジタルツールに関する研修・
訓練の充実化等により、RAIL-FORCE隊員の災害対応力の更なる向上を推進し
た。

29 27 右 ②多様な主体との
連携の推進 民間・個人との連携

TEC-FORCEパー
トナーによる応援体
制の強化

○災害協定における建設事業者の活動範囲は、基本的に締結した支分部局管内の
国の管理施設を想定したものとなっている
○大規模広域災害の際などに、被災地への建設事業者等と一体となった広域派遣の
調整に時間を要する場合がある。

○大規模広域災害における円滑な自治体応援に向け、災害協定を見直し、応援の
範囲を支分部局管外・被災自治体応援まで拡大。
○国土交通省の要請により活動する企業・団体等を「TEC-FORCEパートナー」と位
置付け、広域的な被災自治体応援においてもTEC-FORCEと一体的な活動を展開。

○大規模広域災害における円滑な自治体応援に向け、災害協定を見直し、令和７
年度は優先して見直すべき団体について概ね見直し済み。引き続き必要な協定の見
直しを進める。
○トカラ列島近海を震源とする地震や令和７年８月豪雨等に対して、TEC-FORCE
パートナーを派遣し、TEC-FORCEと一体となった活動を実施。

30 28 左 ②多様な主体との
連携の推進 民間・個人との連携

電力会社等との連
携深化によるハイブ
リッドダムの強化

○電力会社等との連携により、治水機能の強化と水力発電の促進を両立させる「ハイ
ブリッドダム」の取組を推進しているところ
○治水機能の更なる強化（効果的・安定的な事前放流）を図るため、電力会社等
との連携を深化する必要がある

○長時間アンサンブル降雨予測技術の活用や、複数ダムの連携運用により、事前放
流を強化するとともに、増電を促進することで電力会社等との連携を深化。このことによ
り治水機能の更なる強化を図る。

○国土交通省・水資源機構管理ダムへの長時間アンサンブル降雨予測システム導入
を促進するとともに、運用高度化についても国土交通省・水資源機構管理のダムにて
3,582万kwhの増電を実施した。

31 28 右 ②多様な主体との
連携の推進 民間・個人との連携

観光施設・宿泊施
設における災害対
応設備の導入

○訪日外国人旅行者数が増加する中、訪日外国人旅行者等が安全・安心に日本
を旅行することができる環境整備が必要。

○観光庁監修の災害時情報提供アプリ｢Safety tips｣や日本政府観光局
（JNTO）のウェブサイト・SNSにより外国人旅行者に対する災害情報の迅速かつ着
実な伝達を図る。
○災害時における観光施設の避難所機能・多言語対応機能の強化や、宿泊施設等
におけるユニバーサルツーリズム促進の一環としての災害対応に資する設備の導入支援
を通じた連携により、訪日外国人旅行者等が安全・安心に日本を旅行することができ
る環境整備を促進する。

○災害発生時に訪日外国人旅行者に対して観光庁監修の災害時情報提供アプリ｢
Safety tips｣や日本政府観光局（JNTO）のウェブサイト・SNSにて災害情報や交
通情報等を発信した。
○訪日外国人旅行者等の安全・安心確保のため民間等の観光施設と連携し、無料
公衆無線LAN環境の整備や透明翻訳ディスプレイ等の設備導入を支援した。
○ユニバーサルツーリズム促進の一環として、民間の宿泊施設等と連携し、自家発電
装置や自動防火扉の導入等、災害対応に資する整備を支援した。

32 29 左 ②多様な主体との
連携の推進 民間・個人との連携

民間の都市開発事
業におけるエリア内
エネルギー供給施
設の整備

○大規模災害時等に系統電力が停止した場合に、一時避難施設等の機能を維持
することで都市の防災性の向上を図ることが重要。

○エネルギー導管で建物間をネットワークし、エネルギー融通をするとともに、大規模災
害時においても発電・電力供給等の機能発揮が可能な再生可能エネルギー等の自立
分散型エネルギー設備の整備について、民間事業者間等の連携を国が支援すること
で、都市の防災性向上を図る。

○災害時にもエネルギーの安定供給が確保される業務継続地区を構築するため、民
間事業者等の連携によるエネルギー導管やエネルギー供給施設等のインフラ整備を国
が支援。

33 29 右 ②多様な主体との
連携の推進 民間・個人との連携

住宅・建築物の耐
震化（高齢者向け
耐震改修融資の無
利子化）

○能登半島地震では、高齢世帯の割合の多い市町村が被災し、旧耐震の木造住宅
を中心に多くの被害が発生。被災を契機に地震への安全性の確保の意識が高まって
いる。
○一方で、高齢世帯の耐震改修については、経済的な制約や相続人がいない等の理
由により、耐震改修工事に踏み切れない場合も多いと考えられ、政府の耐震化目標の
達成に向けた課題となっている。

○高齢者世帯の耐震化を促進するため、地方公共団体及び住宅金融支援機構と
提携する民間金融機関と連携し、地方公共団体の補助制度を活用する耐震改修に
ついて、リバースモーゲージ型住宅ローン「リ・バース６０」を活用する場合、住宅金融
支援機構から取扱金融機関への利子補給を実施し、70歳以上で申込む場合は無
利子化。
○令和７年４月以降、地方公共団体・金融機関において順次取扱いを開始。引き
続き、制度の活用を推進。

○リバースモーゲージ型住宅ローンを活用した耐震改修融資を無利子化又は低利子
化する利子補給制度「リ・バース60耐震改修利子補給制度」を創設。国土交通省及
び住宅金融支援機構から地方公共団体、金融機関へ働きかけを行う等により、令和
８年４月時点で90地方公共団体・６金融機関において取扱いを開始。

34 30 ②多様な主体との
連携の推進 民間・個人との連携

ボランティア団体との
連携による宅地内
土砂等の早期撤去

○令和６年９月の能登半島での大雨では、宅地、道路等の公共施設、農地に跨
がって多量の土砂が堆積。
○ボランティア団体との連携・協力については、例年周知を行っていたところであるが、本
災害では、ボランティアと市町村が発注した工事業者との作業範囲、作業内容の分担
について、作業現場では混乱が生じた。
〇堆積土砂の早期撤去のため、市町村・工事業者・社会福祉協議会・ボランティアに
よるチームを編成し、効率的な作業範囲、手順の構築に関する技術的支援を実施
し、土砂等の撤去を行った。

○今後の災害発生時においても、土砂等の早期撤去のためには、ボランティア団体との
連携・協力は必要不可欠である。
○各種ボランティア団体との意見交換を行い、改善点・要望等について「宅地内からの
土砂・がれき撤去の事例ガイド」に反映・改訂し、周知を行う。

○行政、災害中間支援組織と災害ボランティアセンターを含めた三者連携の概要や官
民連携による土砂撤去事例を「宅地内からの土砂・がれき撤去の事例ガイド」に反映・
改訂し、地方公共団体に周知・公表済（R7.8）
○同ガイドについて、厚生労働省を通じて、社会福祉法人全国全国社会福祉協議
会から各都道府県・市町村社会福祉協議会に周知するとともに、指定公共機関であ
るJVOAD（特定非営利活動法人（認定NPO法人）全国災害ボランティア支援団
体ネットワーク）にも周知済（R7.8）

35 31 左 ②多様な主体との
連携の推進

学識者・専門家との
連携

TEC-FORCEアド
バイザー制度の創
設

○大規模広域災害の発生時には災害応急対策や早期復旧に向けた技術的助言の
ニーズが高まることが想定され、これらのニーズに迅速に応えるためには、多くの学識者の
協力が不可欠。
○高度な技術的知見を要する被災箇所には、TEC-FORCE高度技術指導班を派
遣し、対策検討に資する指導を実施。

○災害時に被災地で活動いただく学識者を「TEC-FORCEアドバイザー」として事前に
委嘱し、発災後速やかに被災地に入っていただき、技術的判断が難しい事案に対応す
る体制を確保。
○この委嘱により、地域の学識経験者との連携が強化され、広域災害時のみならず災
害時のTEC-FORCE高度技術指導班による活動がより円滑かつ高次になることも期
待される。

○「TEC-FORCEアドバイザー」を派遣し、令和7年8月の降雨により被災した橋梁に
対し、応急対策に関する技術的助言を行い、被災地の早期復旧を支援。

36 31 右 ②多様な主体との
連携の推進

学識者・専門家との
連携

気象防災アドバイ
ザーと連携した自治
体支援の拡充

○自治体の防災の現場では、状況の急変を見越して避難情報発令の迅速な判断を
下すことが必要とされている。
○気象庁は、地域の気象と防災に精通した方378名（令和７年４月現在）に気
象防災アドバイザーを委嘱し、自治体での防災対応において活用いただく取組を推進
しているが、自治体での任用実績は74団体71名と限定的。（令和６年度中の実
績、令和６年10月現在）

○防災行政経験の少ない気象予報士に、防災に関する研修を一定期間受講させる
ことにより、自治体の避難情報の発令判断時などに自治体に助言・支援できる気象防
災アドバイザーを育成する。令和８年度初めまでにアドバイザーを580名委嘱することを
目指す。
○気象防災アドバイザーの活用を促進するため、令和７年度は、過去に災害を経験
した５自治体において気象防災アドバイザーを試行的に活用いただく事業を実施し、
全国の自治体にその有効性や活用法について普及啓発を図る。

○気象予報士への研修の実施等により気象防災アドバイザーを育成し、令和８年４
月現在で634名に気象防災アドバイザーを委嘱した。
○自治体において気象防災アドバイザーを試行的に活用いただき、その有効性を実感
いただく事業を実施し、成果を報告書にとりまとめて公表した。
○「地域における気象防災業務に関する検討会」にて、令和８年１月に、地域防災
支援における気象台と気象防災アドバイザー及び関係機関の連携の重要性をとりまと
めた。


